
参考資料１

国土審議会（本審、各分科会、各部会）の開催状況

平成１６年４月

○国土審議会の本審、各分科会、各部会の審議状況は以下の通り。

審議会 開催日 審議内容

国土審議会 平成 年 月 日 ・会長互選13 3 15
・国土審議会運営規則について
・今後の調査審議の方向について

「 」平成 年 月 日 ・国土審議会基本政策部会中間報告 国土の将来展望と新たな国土計画制度のあり方13 12 27
について

・工業(場)等制限制度の今後の在り方について

平成 年 月 日 ・今後の調査審議の進め方について15 6 20

平成 年 月 日 ・調査改革部会における検討状況について15 12 10

基本政策部会 平成 年 月 日 ・今後の調査審議の進め方について13 5 16

平成 年 月 日 ・調査審議事項の主要論点について13 9 14

平成 年 月 日 ・中間報告（素案）について13 10 29

平成 年 月 日 ・中間報告（案 「国土の将来展望と新たな国土計画制度のあり方」について13 11 29 ）

平成 年 月 日 ・ 中間報告」に対する意見聴取結果報告14 6 28 「
・報告書取りまとめに向けた主要な論点について

平成 年 月 日 ・国土審議会基本政策部会報告（案）について14 10 18
・国土のモニタリングの試行について



調査改革部会 平成 年 月 日 ・今後の調査審議の進め方について15 6 30
・ 土地政策分科会企画部会国土利用計画法ワーキンググループ中間とりまとめ」に「

ついて

平成 年 月 日 ・ 国土計画制度の改革」の検討状況について15 9 1 「
・ 国土の総合的点検」の検討状況について「

平成 年 月 日 ・ 国土計画制度の改革」の検討状況について15 11 20 「
・ 国土の総合的点検」の検討状況について「

平成 年 月 日 ・ 国土の総合的点検」検討状況中間とりまとめについて15 12 25 「

平成 年 月 日 ・ 小委員会報告について」16 2 25 「
・ 国土の総合的点検」とりまとめへ向けて「

土地政策分科会 平成 年 月 日 ・国土審議会運営規則について13 6 1
・平成１３年度において土地に関して講じようとする基本的な施策（案）について

平成 年 月 日 ・不動産鑑定評価基準の見直しに係る中間報告について13 12 6
・土地利用計画制度に関する検討状況について

平成 年 月 日 ・平成１４年度において土地に関して講じようとする基本的な施策（案）について14 5 23
・２１世紀の社会・経済に対応した土地政策のあり方について

平成 年 月 日 ・不動産鑑定評価基準の改定案について14 6 14

平成 年 月 日 ・土地税制について（企画部会中間とりまとめ）14 11 20
・土地情報の整備・提供について
・国土利用計画法の見直しについて
・今後の不動産鑑定評価のあり方について

平成 年 月 日 ・平成１５年度において土地に関して講じようとする基本的な施策（案）について15 5 27
・２１世紀の社会・経済に対応した土地政策のあり方について

平成 年 月 日 ・ 今後の不動産鑑定評価のあり方」について（不動産鑑定評価部会意見とりまとめ）15 12 19 「
・ 土地市場の条件整備の推進について」建議について「

企画部会 平成 年 月 日 ・国土審議会運営規則について14 2 18
・今後の土地政策のあり方について
・当面検討すべき課題について（土地税制、土地利用計画）



平成 年 月 日 ・平成１４年地価公示に基づく地価動向について14 4 12
・２１世紀の土地政策のあり方の論点について
・土地税制について

平成 年 月 日 ・不動産市場の活性化のための税制について14 6 6
・少子高齢化社会における人口・世帯構造とライフスタイルの変化について
・不動産市場の今後の展望について

平成 年 月 日 ・不動産市場の今後の展望について14 7 30
・国土利用計画法の見直しについて
・土地税制について

平成 年 月 日 ・ の進展と今後の土地市場への影響について14 10 3 IT
・土地情報の整備・提供について
・土地税制について（中間とりまとめ）

平成 年 月 日 ・平成１５年地価公示について15 3 25
・土地情報の整備・提供について
・国土利用計画法の見直しについて
・平成１５年度土地税制改正について
・地籍情報の利活用のあり方等について

平成 年 月 日 ・２１世紀の社会・経済に対応した土地政策のあり方について（各ワーキンググルー15 6 27
プ中間とりまとめ）

平成 年 月 日 ・ 土地市場の条件整備の推進について」建議（案）について15 11 28 「
・土地流動化への取り組みに関する政策評価について

不動産鑑定評価部 平成 年 月 日 ・国土審議会運営規則について13 6 14
会 ・不動産鑑定評価基準の在り方について

・今後の調査審議の進め方について
・基準見直しにおける主要な論点の整理について

平成 年 月 日 ・各委員からの意見発表13 7 12
・欧米と我が国における不動産鑑定評価制度の比較等について

平成 年 月 日 ・新たな評価ニーズに対応した価格概念の明確化について（１）13 7 27

平成 年 月 日 ・新たな評価ニーズに対応した価格概念の明確化について（２）13 8 29

平成 年 月 日 ・収益還元法の体系的整理について13 9 27



平成 年 月 日 ・対象不動産の属する市場や市場参加者の特性に関する市場分析の重視13 10 23
・原価方式、比較方式、収益方式の三方式を等しく尊重して試算価格を調整するとい

う考え方についての再検討

平成 年 月 日 ・複合不動産としての収益性をより精緻に把握する等のための経済的・法的・物理的13 11 7
な物件精査（デューデリジェンス）の導入について

平成 年 月 日 ・個別論点の総整理13 11 22

平成 年 月 日 ・不動産鑑定評価基準の改定骨子案について13 11 29

平成 年 月 日 ・ 不動産鑑定評価基準の改定骨子案」パブリック・コメント結果を踏まえた所要の14 1 31 「
対応策の検討について

平成 年 月 日 ・積み残し事項の総整理14 3 8

平成 年 月 日 ・ 不動産鑑定評価基準の改定方針」について14 3 25 「

平成 年 月 日 ・不動産鑑定評価基準の改定について14 6 7

平成 年 月 日 ・検討の方向について14 12 12
・今後の進め方について

平成 年 月 日 ・不動産鑑定士等の高度の専門能力の修得について15 2 5

平成 年 月 日 ・有識者からのヒアリング15 2 27
・専門能力を効率的に発揮する業務態勢について

平成 年 月 日 ・専門能力を効率的に発揮する業務態勢について15 4 16

平成 年 月 日 ・専門能力を効率的に発揮する業務態勢について15 5 23
・多様化するニーズに的確に対応するための取組みについて

平成 年 月 日 ・残された主な論点について15 6 19
・とりまとめの方向について

平成 年 月 日 ・中間とりまとめ（案）について15 7 11



水資源開発分科会 平成 年 月 日 ・分科会長互選13 8 21
・部会の設置
・利根川水系及び荒川水系における水資源開発基本計画の一部変更について
・淀川水系における水資源開発基本計画の一部変更について

平成 年 月 日 ・吉野川水系における水資源開発基本計画の全部変更について13 12 13

平成 年 月 日 ・利根川水系及び荒川水系における水資源開発基本計画の一部変更について14 10 31

利根川・荒川部会 平成 年 月 日 ・部会長互選14 1 23
・利根川水系及び荒川水系の現状等について

平成 年 月 日 ・現行「利根川及び荒川水系における水資源開発基本計画」の水需給等について14 5 9

平成 年 月 日 ・利根川・荒川水系における水資源開発基本計画の一部変更案等について14 10 16

豊川部会 平成 年 月 日 ・部会長互選14 11 8
・豊川水系の現状等について

木曽川部会 平成 年 月 日 ・部会長互選15 7 4
・木曽川水系の現状等について

淀川部会 平成 年 月 日 ・部会長互選14 5 21
・淀川水系の現状等について

平成 年 月 日 ・現行「淀川水系における水資源開発基本計画」の水需給等について14 10 31

吉野川部会 平成 年 月 日 ・部会長互選13 10 19
・吉野川水系の現状等について

平成 年 月 日 ・現行「吉野川水系における水資源開発基本計画」の水需給等について13 11 9
・新しい「吉野川水系における水資源開発基本計画」の原案について

筑後川部会 平成 年 月 日 ・部会長互選15 3 27
・筑後川水系の現状等について

北海道開発分科会 平成 年 月 日 ・分科会長互選13 9 25
・今後の調査審議の進め方について

平成 年 月 日 ・国土審議会北海道開発分科会企画調査部会中間取りまとめについて14 7 29



平成 年 月 日 ・ 国土審議会北海道開発分科会企画調査部会報告」について15 1 17 「

企画調査部会 平成 年 月 日 ・部会長互選13 10 30
・今後の調査審議の進め方について
・調査審議事項に係る委員からの報告

平成 年 月 日 ・調査審議事項に係る委員からの報告13 11 30

平成 年 月 日 ・北海道開発の新たな推進方策の検討14 1 24
・北海道総合開発計画の在り方等の検討

平成 年 月 日 ・北海道開発の新たな推進方策の検討14 2 27
・北海道総合開発計画の在り方等の検討

平成 年 月 日 ・北海道開発の新たな推進方策の検討14 4 8
・北海道総合開発計画の在り方等の検討

平成 年 月 日 ・北海道開発分科会企画調査部会中間取りまとめ（案）について14 6 27

平成 年 月 日 ・ 国土審議会北海道開発分科会企画調査部会中間取りまとめ」に関する意見聴取結14 10 31 「
果について

首都圏整備分科会
第１回 平成 年 月 日 ・首都圏整備計画（案）について13 9 19

・平成 年度首都圏事業計画（案）について13

第２回 平成 年 月 日 ・工業等制限制度をとりまく現状と課題について13 10 29
・今後の審議の進め方について

第３回 平成 年 月 日 ・工場・大学立地に関する学識経験者からの意見陳述13 11 9
・地方公共団体からの意見陳述
・工場立地の状況について

第４回 平成 年 月 日 ・ 工業等制限制度の今後の在り方について」報告書素案について13 11 30 「

第５回 平成 年 月 日 ・ 工業等制限制度の今後の在り方について」報告案について13 12 20 「

第６回 平成 年 月 日 ・平成 年度首都圏事業計画（案）について14 8 1 14
・国土審議会基本政策部会中間報告について

第７回 平成 年 月 日 ・平成 年度首都圏事業計画（案）について15 7 31 15



近畿圏整備分科会 平成 年 月 日 ・近畿圏の近郊整備区域建設計画及び都市開発区域建設計画について13 10 2
・平成 年度近畿圏事業計画について13

平成 年 月 日 ・首都圏及び近畿圏における工業（場）等制限制度の今後の在り方について（諮問）13 11 2
・工場等制限制度をとりまく現状と課題について
・今後の審議の進め方について

平成 年 月 日 ・工場立地に関する学識経験者からの意見陳述13 11 13
・地方公共団体からの意見陳述
・工場立地の状況について
・大学立地に関する学識経験者からの意見陳述

平成 年 月 日 ・近畿圏における工場等制限制度の今後の在り方（報告案）について13 12 13

中部圏開発整備分科会 平成 年 月 日 ・中部圏の都市整備区域建設計画及び都市開発区域建設計画について13 10 2
・平成 年度中部圏事業計画について13

近畿圏・中部圏整備分 平成 年 月 日 ・平成 年度近畿圏事業計画について14 7 30 14
科会 ・平成 年度中部圏事業計画について14

・国土審議会基本政策部会中間報告について

平成 年 月 日 ・平成 年度近畿圏事業計画について15 7 17 15
・平成 年度中部圏事業計画について15

特殊土壌地帯対策分科 平成 年 月 日 ・分科会長の選任13 11 27
会 ・特殊土じょう地帯災害防除及び振興臨時措置法の延長について意見具申等

、 、 、

平成 年 月 日 ・特殊土壌地帯対策事業計画（案）について等15 2 25

豪雪地帯対策分科会 平成 年 月 日 ・分科会長互選及び分科会長代理の指名について13 11 28
・国土審議会豪雪地帯対策分科会運営規則について
・豪雪地帯の現状と対策について
・豪雪地帯対策特別措置法第 条及び第 条の延長等について意見具申14 15

離島振興対策分科会 平成１４年３月７日 ・国土審議会離島振興対策分科会運営規則について
・山口県角島の指定解除について等

平成１５年１月 日 ・離島振興基本方針（案）について16
・離島振興法改正について（報告）等


